










































































 本研究において事例とする地域は、地方圏では中山間地にあり過疎地域に指定されている 3 地
域である。人口は 2,000人前後で高齢化率は 40％を超え、人口減少が進行している。大都市圏で
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 本研究が基盤となり 2018 年度科研費が採択された。研究課題は、「貧困低所得者の実態と支援
の研究 −最低生活費・貧困率算定と 4都県事例調査−」であり、3年間の調査研究を行う。 
 1990年代以降、貧困低所得者の増加や所得格差の拡大が社会問題となる中、見えにくい貧困の
実態を正確に把握するための最低生活費と貧困率の適切な算定方法の確立が求められている。最
低生活費と貧困率は貧困対策の重要指標となり、生活保護法や生活困窮者自立支援法の運用、他
の貧困対策の政策形成過程にも影響を与える。 
 採択課題では、政府統計を使用し、貧困率の高い高齢者を対象にして、生活実態や分布を明ら
かにしていき、その上で、本研究で対象とした少子高齢化や人口減少が進む先端的地域を事例と
して、地域特性を考慮した生活実態を把握し支援のあり方を探究していく予定である。 
 この検討により、貧困低所得高齢者に対するナショナル・ミニマム保障水準を決定する根拠、
貧困対策の範囲や程度、社会保障制度設計の際の配慮点が明らかになると考えている。 
 
